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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タイ王国の国家開発計画に必要な水道技術者を育成するため、我が国はタイ国政府の要請を受

けて、無償資金協力により国立水道技術訓練センターを建設するとともに、1985年から1991年に

かけて、プロジェクト方式技術協力（フェーズⅠ）を行った。しかし、その後の急速な経済発展

により水道水の利用は急増し、一方では生活及び工場排水による河川の汚染が進んで、従来の水

処理方式では対応できなくなった。またフェーズⅠでは協力対象になっていなかった同国南部の

水対策についても、新たな対応が求められてきた。

　このためタイ国政府が改めて「タイ水道技術訓練センタープロジェクト・フェーズⅡ」の技術

協力を我が国に要請してきたところから、国際協力事業団は1994年６月、R/Dの署名を取り交わ

して同年９月１日から５年間にわたるフェーズⅡ協力に入り、同訓練センターの機能強化と人材

養成を進めている。

　今般はプロジェクト開始から約３年を経て、技術協力の中間点を迎えたため、プロジェクトの

実績と進捗状況を調査して、問題があれば必要な提言・助言を行う目的で、1997年（平成９年）11

月19日から同27日まで、当事業団社会開発協力部社会開発協力第一課伊藤隆文課長を団長とする

巡回指導調査団を現地に派遣した。調査の結果、プロジェクトは計画に沿って順調に進捗してい

ることが明らかになった。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、プロジェクトの円滑進展のた

め、広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力いただいた外務省、厚生省、大阪府、札幌、横浜両市、在タイ日本大使

館など、内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続きご支援を賜るよう、お願い

申しあげる次第である。
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１．１．１．１．１．巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タイ国の経済は、1960年代に開始された国家開発計画のもとでめざましい高度成長を達成し、こ

れに対応して社会基盤の整備も進められてきた。その一環として1984年、飲料水の安定供給のた

め、タイ国水道技術者の養成を目的とした国立水道技術訓練センター（NWTTI）の設置が計画さ

れた。これに対し我が国は、タイ政府の協力要請を受けて無償資金協力（1987年～89年）により

中央訓練センター及び地方訓練センターを設置し、1985年から91年にかけてプロジェクト方式技

術協力（フェーズⅠ）を実施した。しかし、その後の急速な経済発展のために水道水の利用は著

しく増加し、他方生活及び工場排水による河川の汚染が進行して従来の水処理方法では対応でき

なくなってきた。また、フェーズⅠでは協力の対象となっていなかった南部（ソンクラ）に地方

訓練センターを設置することとしたが、南部は地理的・社会的に他の地域と条件が異なっており、

フェーズⅠにおいて移転済みの技術では対応が困難であることが判明した。

　このような背景のもと、タイ国政府は我が国に対し、1993年に第Ⅱフェーズの協力を要請して

きた。これを受けて国際協力事業団は1994年１月に事前調査団を、同年６月に実施協議調査団を

派遣して討議議事録（Record of Discussions: R/D）の署名を取り交わし、1994年９月１日から５

年間の協力を開始した。その後、1995年10月に計画打合せ調査団を派遣している。本プロジェク

トでは、①NWTTIの一層の機能強化、②より高度な水道技術を有するタイ水道技術者の養成、③

タイ南部地域の特殊性に対応できるタイ水道技術者の養成、④タイ水道技術者の研究開発能力の

向上－を目的とした技術移転を内容とする協力を実施中である。

　プロジェクトは現在、３年が経過し、中間点を迎えたので、今般下記を目的として本調査団を

派遣することとなった。

(1) 現在までのプロジェクトの実施、現状を調査、評価し、プロジェクトの進捗状況を確認す

る。

(2) 上記の過程において、プロジェクト実施上の問題点を明らかにするとともに、タイ側関係

者・専門家チームとの協議を通じ、その解決を図る。

(3) 以上の結果を踏まえ、今後のプロジェクト実施計画、日本側投入について協議するととも

に、必要な提言・助言を行う。
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１－２　調査団の構成
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) タイ側

１）Department of technical and Economic Cooperation（DTEC：総理府技術経済協力局）

　Mr. Thongchai Choochuang Derector, External Cooperation Division I

　Mr. Banchong Amornchewin Chief of Japan Sub-Division

２）Metropolitan Waterworks Authority（MWA：首都圏水道公社）

　Ms. Chuanpit Dhamasiri Governor

３）Provincial Waterworks Authority（PWA：地方水道公社）

　Mr. Tanya Hanpol Governor

　Mr. Wanchai Ghooprasert Deputy Gonenor

４）National Waterworks Technology Training Institute

　　（NWTTI：国立水道技術訓練センター）

　Ms. Wantana Manomaiwiboon Director of NWTTI

　Dr. Kanlaya Reuksuppasompon Deputy Director

　Ms. Supatra Buasri Director of CTC（CTC：中央訓練センター）

　Mr. Ampai Muadtrong Director of RTC Songkhla

（RTC：地方訓練センター）

順日 日月 日曜 容　内　査　調　・　程　行

１ 91/11 水 ）クコンバ→田成（動移

２ 02 木 ACIJ 、敬表館使大、せ合打所務事 CETD 、 AWM 、 AWP 敬表

３ 12 金 ITTWN てに AWM 、 AWP ・家門専、議協のと P/C 議協別個のと

４ 22 土 理整料資、せ合打内団

５ 32 日 理整料資、せ合打内団

６ 42 月 ITTWN てに AWM 、 AWP ・家門専、議協のと P/C 議協別個のと

７ 52 火 ITTWN てに AWM 、 AWP 議協のと

８ 62 水 換交・名署ツッニミ、会員委整調同合

９ 72 木 ）田成→クコンバ（動移
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(2) 日本側

１）在バンコク日本大使館

　山田　英樹 二等書記官

２）JICAタイ事務所

　隅田　栄亮 所長

　角　　伸一 次長

　大川　直人 所員

　笛吹　　弦 所員

３）NWTTI日本人専門家

　山崎　章三 チーフアドバイザー

　山崎　裕司 調整員

　笹山　　弘 長期専門家

　星野　隆史

　小田　直正

　藤谷　光宏

　酒井　康宏

　樋口　　晋 短期専門家

　亀井　　寛

　永良　聡雄

　築山　俊彦

　山之下安治

　入江　芳樹
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　本調査団は、本プロジェクト実施機関である国立水道技術訓練センター（NWTTI）との協議を

完了し、11月26日、調査団長と首都圏水道公社（MWA）総裁及び地方水道公社（PWA）総裁と

の三者間で、協議議事録（ミニッツ）に署名した。協議内容及び調査結果概要は、以下のとおり

である。

(1) プロジェクトの進捗状況及び今後の改善

　本プロジェクトは、1994年９月の開始以後３年を経過し、山崎チーフアドバイザーを中心

とする日本側専門家の精力的な努力により、ほぼ順調に計画に沿った運営が行われている。

１）実施体制

①組織

　NWTTIは、MWAとPWAの下部機関と位置づけられる組織であるが、職員は両公社の

職員から構成されており、行政組織上の位置づけは明確ではない。プロジェクト終了を約

２年後に控え、プロジェクトの自立発展性を確保するため、NWTTIの持続性及びMWA

とPWAの協力関係の維持発展について、調査団からタイ側の申し入れを行い、タイ側か

らプロジェクト終了後のMWAとPWAの協力関係の維持について検討を開始する旨回答

があった。

　なお、プロジェクト運営のため、合同調整委員会及び運営委員会が設置されており、プ

ロジェクト開始以来MWAの総裁及び副総裁がそれぞれの議長（PWAの総裁及び副総裁

が副議長）を務めてきたが、今般交代し、PWAの総裁及び副総裁がそれぞれの議長（MWA

の総裁及び副総裁が副議長）を務めることとなった（調査団滞在中の11月26日に新しい

陣容による合同調整委員会が開催された）。また、これにともない、NWTTI所長は、PWA

からMWAに交代した（副所長はMWAから PWAへ）。

②人員

　R/Dによれば、26名（MWA13、PWA13）のカウンターパート（C/P）が配置されるこ

ととなっている。MWA側のC/Pが充足されない状態が続いていたが、日本側からの再三

の申し入れにより、1997年６月から８月にかけてMWA13名、PWA17名、合計30名が配

置されるに至り、現在は数量的には十分なC/Pが存在している。

③予算

　経済情勢悪化にともなうタイ政府の財政難により、タイ側1997予算年度末（1997年７

月から９月まで）のタイ側支出をともなう研修、セミナー、出張などが全面凍結され、本

プロジェクトにおいても、４研修コースが延期された。タイ側の説明によれば、MWAと
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PWAは国営企業で独立採算のため政府からの財政支援はほとんどなく、予算を切り込ま

れたわけではないので、研修を行おうと思えばできる状態にあったが、政府関係機関一律

の凍結命令に従わざるを得なかったとのことである。したがって、延期分を1998予算年

度（97年10月から）に実施することは可能であり、また、98予算年度以降のタイ側予算

確保も可能である。

２）プロジェクトの活動

①研修

　水資源管理、浄水処理の高度化技術、水運用制御、無収水量管理、営業事務改善の５

分野について各２つのサブコース、合計10サブコースが、合計60回（1995年 10月の計

画打合せ調査団の際に、タイ側からの要望により、営業事務改善のコースを増やし、合計

65回）開催されることになっており、現在までに28回（参加人数500名）を実施済みで

ある。また、研修実施のための教材作成も順調に進んでおり、すでに56タイトルを作成

済みである。

　前述のとおり、政府関係機関一律のタイ側支出をともなう研修、セミナー等の全面凍結

により４研修コースが延期されたため、今後の研修コースの実施計画が非常にタイトなも

のとなった。また、経済情勢悪化にともない、できるだけ予算を効率的かつ効果的に使い

たいとのタイ側からの要望もあり、暫定実施計画（Tentative Schedule fof Implemen-

tation: TSI）及び Plan of Operation for Whole Periodに記載された研修計画を見直す

こととし、浄水処理の高度化技術分野及び営業事務改善分野で調整を行い、最終的に合計

59回開催することとした。

　なお、実施協議調査の際のミニッツに添付された表に記載されている各サブコースごと

の研修期間についても、研修参加者が現場を長期間離れることの困難さやタイ側の予算の

効果的・効率的使用の観点を考慮して、柔軟な対応が図られているが、現状やむを得ない

ものと考えられる。

　また、各サブコースごとに参加対象者のレベルが限定されている（実施協議調査の際の

ミニッツに添付された表に記載）ために、研修を受けたくても受講できない場合があると

の指摘がタイ側からあり、研修実施に支障のない範囲で、参加対象者のレベルの要件を緩

和し、受講機会の増大を図ることとした。

　さらに、水資源管理分野の水質管理サブコースと浄水処理の高度化技術分野の水質サブ

コースの内容にオーバーラップする部分があり、水源から給水までの一貫した水質管理

コースの方が効果的との指摘がタイ側及び専門家からもあったので、サブコースの枠組み

は現状を維持するものの、研修内容については他のサブコースも含め適宜調整と改善を

図っていくこととした。
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②研究・開発

　水資源管理、最適浄水処理、最適水運用、科学的漏水防止、オンラインサービス導入の

５分野について研究開発が行われ、すでに21テーマのレポートが作成されている。研修

へのフィードバックもなされており、特に改善すべき点は見当たらない。

③情報交換

　２回のセミナー、主として研究開発担当の短期専門家による12回のブリーフィングセッ

ション、インドネシア及びフィリピンとの交流が行われており、引き続き継続することが

望まれる。

(2) 中間評価

　本プロジェクトは、1994年９月の開始以降３年を経過し、ほぼ順調に計画に沿った運営が

行われている。目標達成度、効率性、妥当性、自立発展性の観点から見て、現時点において、

前述の今後の改善点以外にさほど大きな問題点は見当たらないが、指摘するとすれば、以下の

点が上げられる。

①研修活動の効率性の観点から、MWAとPWAの水道施設規模の違いなどにより生ずる研

修ニーズの違いに配慮した研修計画の策定が必要である。

②プロジェクトの自立発展性の観点から、タイ側のプロジェクト終了後の体制について、タ

イ側の検討の進捗の動向を見守るとともに、日本側からの適切な助言や第三国研修の継続

などの措置の検討も望まれる。

(3) その他

　ソンクラRTCの建設について、以下の問題がある。

　タイ側により建設予定のソンクラRTCについては、天候不順やタイ側の諸事情により遅延

しているが、すでに着工して60％程度完成しているとの説明がタイ側からあった。予定どお

り進めば、1998年３月頃には完成見込みであるが、タイ政府の財政難にともなう、政府機関

による契約の期間繰延べ（支払の繰延べ）措置（最長５か月）の影響もあり、最大限の努力は

するが、現時点では98年８月末までの完成しかコミットできないとのことである。

　なお、ソンクラにおける研修は、タイ側がホテルやソンクラ大学の教室を借り上げて実施さ

れており、日本側負担による漏水ヤードも完成していることから、それほど大きな支障は出て

いない。
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３．３．３．３．３．プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績

３－１　運営及び合同調整委員会

(1) 運営委員会

　本プロジェクトの運営委員会は、MWAとPWAの相互協力のもと、プロジェクトを円滑か

つ効果的に実施することを目的に組織され、両者の合意に基づいて活動計画を策定することを

機能とする。運営委員会の構成メンバーは付属資料２．(1)のとおりである。

(2) 合同調整委員会

　日本人専門家とタイ側カウンターパートとの間で、専門家派遣、研修員受入、機材供与等に

かかる詳細な実行計画を作成し、センター運営にかかる実務者レベルでの協議を行う場として

合同会議が開催されており、同会議における決定事項を双方でオーソライズする場として合同

調整委員会が開催されている。

　合同調整委員会の構成メンバーは付属資料２．(2)のとおりである。

３－２　日本側投入

(1) 専門家派遣

　プロジェクト開始当初から現在に至るまでに、既に派遣済みもしくは現在派遣中の長期専門

家は計11名、短期専門家は延べ67名となった。それぞれの氏名、指導科目、所属先及び派遣

期間については付属資料３．のとおりである。

(2) 研修員受入

　プロジェクト開始以来現在までプロジェクトの協力分野において合計８名のカウンターパー

トを研修員として受入れ、日本で研修を行った。各研修員の氏名、研修分野、所属先及び受入

れの期間については付属資料４．のとおりである。

(3) 機材供与

　各年度ごとの機材供与実績は、平成６年度4,915万円、平成７年度4,394万7,000円、平成

８年度8,637万5,000円である。また、100万円以上の主要機材については、付属資料５．の

とおり、リストアップされる。

(4) 日本側予算措置

　現地業務費及び実施計画諸費にかかる年度ごとの日本側の予算措置については表3-1のとお
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りである。1996年度については、プロジェクト基盤整備費によりソンクラに漏水訓練ヤード

が建設された。

表3-1　日本側予算措置、実績及び計画

（単位：千円）

３－３　タイ側投入

(1) タイ側予算措置

　タイ国予算年度に従った年度ごとのMWA及びPWAのNWTTIに対する予算措置実績・計

画については表3-2のとおりである。ただし、両者とも独自の研修コースを実施しており、そ

れに対する予算措置との区別が明確に行われていない部分があり、数字については必ずしも正

確なものではない。

表3-2　タイ側予算措置実績

（単位：バーツ）

　注）98年度については計画額である。

　出典：NWTTI

度年４９ 度年５９ 度年６９ 度年７９

費務業地現）目（

費務業地現般一）節（ 000,3 397,9 274,9 556,7

費換交術技）節（ 009

費備整盤基トクェジロプ）節（ 596,7

費諸画計施実）目（

費成作書科教語地現）節（ 005,1 727,1 627,1

費営運トクェジロプ）節（ 691

計　　　　合 000,3 391,21 090,91 183,9

度年算予イタ 01/49(59 ～ )9/59 01/59(69 ～ )9/69 01/69(79 ～ )9-79 01/79(89 ～ )9/89

AWM 21.213,509 68.748,505,1 89.453,737,1 00.000,515,2

AWM 06.767,172 27.023,117,1 16.540,921,1 00.074,096,2

計　　合 27.970,771,1 85.861,712,3 95.004,668,2 00.074,502,5
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(2) カウンターパート配置

　カウンターパートの配置については、プロジェクト開始以来MWA側の人員が充足されない

状態が続いていたが、日本側からの再三の申し入れにより、1997年６月から８月にかけて増

員が行われ、R/Dで定められた26名を上回る30名のカウンターパートが配置されるにいたり、

数量的には十分なカウンターパートが存在している。現在のカウンターパート配置状況につい

ては付属資料６．のとおりである。
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４．４．４．４．４．分野別プロジェクト進捗状況分野別プロジェクト進捗状況分野別プロジェクト進捗状況分野別プロジェクト進捗状況分野別プロジェクト進捗状況

４－１　水資源管理分野

(1) 水資源管理分野の研修活動

１）研修活動概観

①背景

　タイ王国では工業化の発展に伴い、人口の都市への集中が進んでいる。さらに経済発展

に従い生活水準も向上している。こうした状況の中、都市部の水需要な急速に増加してお

り、MWA、PWAともに水資源の確保が急務となっている。

　一方、水源開発は王立灌漑局（Royal Irrigation Department: RID）とタイ発電公社

（Electricity Generating Auhority of Thailand: EGAT）が行っており、水道公社が水源

開発あるいは水源保全に直接かかわることはない。

　近年、雨量は比較的豊富でありながら、首都圏ではたびたび渇水による水不足を経験し

ている。また、工場排水、鉱山排水、農業排水、家庭排水による水源汚染も指摘されてい

る。これらはともに重大な社会問題として取り上げられ、水道公社もなんらかの対策を求

められている現状である。

②全体研修計画、内容

　タイ国の水道にとって必要な水資源管理に関する知識、技術を研修するために次の２つ

のサブコースを設けている。これらのサブコースはそれぞれ量と質の面から水資源管理を

考えるものである。

(a) 水量開発サブコース

　・水量管理概論

　・水の循環及び水文

　・地下水の水理

　・環境アセスメント

　・利水計画

　・水源開発の実際

　・調査解析の方法論

(b) 水質管理サブコース

　・水質管理概論

　・モニタリング

　・水源調査手法

　・汚濁分析方法
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　・汚濁負荷解析

　・水源調査の実際

　・調査解析の方法論

２）各研修コース実績

①水量開発コース

(a) 研修目的

　水理の基本から実際の水資源開発の現場の見学までの研修を通じて、水資源開発の重

要性とその手法を学ばせる。さらに環境アセスメントなど関連する事項を通じて水道の

利水のみにとどまらない広い視野を持たせること。

(b) 第２回水量開発サブコース

(ｱ) 研修期間

　1995年５月23日～６月５日

(ｲ) 場所

　CTC（バンコク）

(ｳ) 受講者数

　15名（エンジニア、シニアテクニシャン及びサイエンティスト）

(ｴ) 派遣専門家

　豊田　徹

(ｵ) カウンターパートの配置

　Mr. Phoothorn Phromlatthi（PWA）

(ｶ) カウンターパートの日本における研修実績

　なし

(c) 第３回水量開発サブコース

(ｱ) 研修期間

　1997年６月16日～６月27日

(ｲ) 場所

　ソンクラ大学

(ｳ) 受講者数

　15名（MWA６名・PWA９名（エンジニア、シニアテクニシャン及びサイエンティ

スト）

(ｴ) 派遣専門家

　笹山　弘
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(ｵ) カウンターパートの配置

　Mr. Wichit Kanghae（PWA）

　Mr. Phoothorn Phromlatthi（PWA）

　Mr. Thamrong Buanatrakul（MWA）

(ｶ) カウンターパートの日本における研修実績

　なし

②水質管理コース

(a) 研修目的

　水源水質の重要性を理解させ、具体的な調査の計画と手法を学ばせる。さらに調査結

果の分析と評価方法を身に付けさせる。

(b) 第２回水質管理サブコース

(ｱ) 研修期間

　1996年９月９日～20日

(ｲ) 場所

　RTCソンクラ

(ｳ) 受講者数

　14名（エンジニア、シニアテクニシャン及びサイエンティスト）

(ｴ) 派遣専門家

　佐々木　真一

(ｵ) カウンターパートの配置状況

　Mr. Wichit Kanghae（PWA）

(ｶ) カウンターパートの日本における研修実績

　なし

３）教材等

①カリキュラムの作成

　現地専門家らの作成した報告書のとおりであり、カリキュラムとしては特に問題はな

い。しかし水資源開発コースにおいて講師のテーマは異なっているにもかかわらず、各講

師が講義の最初の段階で共通して基礎的な水理学を述べている。この点については、講師

依頼の際に内容の調整を十分行う必要がある。（研修生は３度も４度も同じような内容の

講義を受けることになる。）

②教材の作成

　外部依頼講師（大学教授）はタイ語の資料を用いて、タイ語で講義を行っているため、

研修効果としては高いものがある。
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③供与教材の利用

　教材はコース開催用にすでに購入された分析器材や採水器具などを活用している。

４）評価、問題点及び提言

①コースの運営状況

　ほぼ予定どおりの時期に実施されたものの、ソンクラのRTCコースについては、当初

３週間予定したが、当地の講師などの都合により２週間に短縮された。RTCコースにつ

いては講師との調整を事前に十分行っておくことが望まれる。

②教材等

　大学教授等外部講師による講義については、講師の用意したタイ語の教材によって行っ

ているので問題はないが、長期専門家が行うものは英語であるので、研修効果を上げるた

めには、タイ語に翻訳したものがあるとよい。

③成果の達成度

　カウンターパートがコースの企画運営を行うことについては、十分な成果が上がってい

る。また、水資源開発コースにおいて、一部講義内容が重複していた部分があったが、研

修内容・講師とも研修員の評価は高く（タイ語での講義であり、大学の教授が講師である

ことも大きな要因ではあるが）成果は達せられている。

　しかし水資源管理コースは実習が50％程度あり、カウンターパートがRTCの所長であ

るため、自分のいるRTC以外での研修に参加できず、必ずしも研修成果が上がったとは

言えない。PWAのカウンターパートについては検討を要する。

④将来計画及び提言

　水源の分析においては、現地での分析以外は、試料水を持ち帰り実験室で分析機器によ

り検査を行っているが、高度化浄水処理における分析と同様のことを行っている。そこで

水資源管理のサブコースである水質管理コースのうち、水源水質の現地分析については、

水資源開発コースの中で取り込んで行い、実験室で分析機器を使う部分については、高度

化浄水処理コースに吸収することが対応策として考えられる。このことにより高度化浄水

処理コースにおいて原水から給水までの水質管理が一貫して行えるようになる。

　また、対象者をサイエンティストに限らず、エンジニア、サイエンティスト、テクニシャ

ンとするべきである。

(2) 水資源管理研究開発活動

１）研究開発活動概観

①背景

　近年のタイ国内の水源汚染状況については、すでに社会問題化しており、水道公社でも
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独自の調査研究の必要に迫られている。具体的には工場排水、家庭排水によるCOD、BOD

負荷量の増加が特に問題である。

②全体研究開発活動計画、内容

　水源汚染状況の把握を生物、化学的な側面から調査し、汚染の実態を知るとともに、調

査活動の計画立案と実際について技術移転する。

２）研究開発活動実績

①研究目的

(a) 水源の一般的な汚濁調査及びその手法の技術移転

(b) 生物による汚染指標調査及びその手法の技術移転

(c) 農薬の汚染実態調査及びその手法の技術移転

②研究内容

(a) 水源の汚濁実態調査

(b) 凍結濃縮法を用いたバイオアッセイによる水源の毒性評価

(c) 有機塩素系農薬の汚染実態調査

③期間

(a) 1995年 12月７日～1996年４月６日

(b) 1996年７月10日～11月９日

(c) 1997年６月４日～10月３日

④場所

(a) バンコク、タイ南部（ハジャイ周辺）

(b) バンコク、タイ北部（チェンマイ周辺）、タイ南部（ナコーンシタマラート周辺）

(c) バンコク、タイ北部（チェンマイ周辺）、タイ南部（ハジャイ周辺）

⑤派遣専門家

(a) 工藤　幸生（横浜市水道局）

(b) 佐々木真一（横浜市水道局）

(c) 工藤　幸生（横浜市水道局）

⑥カウンターパートの配置

(a) Wichit Kanghae（PWA）

(b) Nisapas Buddhapol（MWA）

⑦カウンターパートの日本における研修実績

　なし

３）教材等

　特にコメントすることなし
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４）評価、問題点及び提言

①コースの運営状況

　短期専門家を中心に長期専門家とカウンターパートによりカリキュラムなどが作成され

実行された。

②教材等

　短期専門家の作成した資料によるが、タイ語のものがあるとよい。

③成果の達成度

　短期専門家を加え、水源の取水地点より更に上流から採水して水質分析を行っている。

過去に基準を超えるものがあり、地方行政環境保全担当に改善依頼文書を送付したことも

あるとのことで、水源の水質管理の重要性は理解されている（ただし、予算・人手の問題

から予定どおりの分析は必ずしも実行されていない）。

④将来計画

　カウンターパートにも独立したテーマを与え研究開発の専門家がいない期間にも長期専

門家の助言のもとに独力で研究開発を行わせることにより、カウンターパートとしての自

覚を高めさせることも考えられる。

４－２　浄水・水質分野

(1) 高度化浄水処理分野の研修活動

１）研修活動概観

①背景

　フェーズⅠにおいて浄水・水質に関する基礎的で一般的な理論や運転方法について一通

りの技術移転が進展したと考えられる。しかし、タイ国の浄水施設は質・量ともにいまだ

十分でない状態にあるため、現有の施設を改善しながらの全体の処理機能の充実を図る必

要がある。一方、実際の水道水源の水質は多様で近年の水質汚染の進行も著しい。した

がって、一般的な浄水処理のみでは対応できない場合も多く、特殊処理や高度処理の技術

の移転も必要となってきている。

②全体研修計画・内容

　高度化浄水分野では高度化浄水サブコースと水質サブコースの２サブコースを設定し、

各７回を開催する予定である（当初R/D）。

　研修の内容は基礎的浄水処理、特殊処理、高度処理の３段階で構成する。

(a) 基礎的浄水処理：飲料水の要件と基本的な浄水処理技術

(b) 特殊処理：鉄・マンガン・フッ素等にタイする特殊処理技術

(c) 高度処理：微量汚染物質などに対する高度浄水処理技術
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２）研修実績

　1997年 11月 30日現在、６回のサブコースを実施済みである。

①第１回高度化浄水サブコース

②第１回水質サブコース

③第２回水質サブコース

的目修研 介紹の理処水浄度高と善改の点題問の理処水浄るけおにイタ

容内修研 処水排／毒消・過ろ・殿沈・集凝／点題問の道水イタ／術技道水の本日
等過ろ膜／理処水浄度高／策対類藻／理処ンガンマ・鉄／理

間期 5991 月８年 51 ）間週３（日１月９～日

所場 クコンバ CTC

者象対・数者講受 22 アニジンエ（名 01 ）名４ンャシニクテ、名８トスィテンエイサ、名

家門専遣派 ）局道水市幌札（史隆野星

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）

的目修研 析分の質物染汚量微と理管質水な的礎基

容内修研 習実験試質水／論礎基理処水浄／準基質水と理管質水／理管質水の本日
策対類藻／理処水浄度高／策対ンタメロハリト／析分薬農／

間期 6991 月４年 22 ）間週２（日３月５～日

所場 クコンバ CTC

者象対・数者講受 21 ）名９トスィテンエイサ、名３アニジンエ（名

家門専遣派 ）局道水市幌札（史隆野星

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）

的目修研 理管質水な的礎基たえま踏を態実の道水方地

容内修研 ハリト／策対類藻／策対ンガンマ／習実理処集凝／準基質水と理管質水
（策対ンタメロ 062E 善改の場水浄方地／習実定測菌細／）用利の

間期 6991 ）間週１（日９月８～日５月８年

所場 ンケンコ CTR

者象対・数者講受 01 ）トスィテンエイサ（名

家門専遣派 ）局道水市幌札（史隆野星

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）
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④第２回高度化浄水サブコース

⑤第３回水質サブコース

⑥第４回水質サブコース

的目修研 善改の点題問るれさ想予来将と点題問の在現るけおに道水イタ

容内修研 理処ンガンマ／理管素塩留残／過ろ・殿沈・集凝／点題問の道水イタ
／ 062E 等過ろ膜／理処水浄度高／価評質水るよに

間期 6991 年 11 月 81 ～日 11 月 92 ）間週２（日

所場 クコンバ CTC

者象対・数者講受 61 オ、名３ンャシニクテ、名６トスィテンエイサ、名６アニジンエ（名
）名１ーサィフ

家門専遣派 ）局道水市幌札（史隆野星

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）

的目修研 理管質水な的礎基たえま踏を態実の道水方地

容内修研 ／策対類藻／策対ンガンマ／習実理処集凝／理管質水／道水の本日 062E
等過ろ膜／習実定測菌細／価評質水るよに

間期 7991 月５年 31 月５～日 32 ）間週２（日

所場 ラクンソ CTR

者象対・数者講受 31 ）名６ンャシニクテ、名６トスィテンエイサ、名１アニジンエ（名

家門専遣派 ）局道水市幌札（史隆野星

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）

的目修研 善改の点題問るれさ想予来将と点題問の在現るけおに道水イタ

容内修研 ／策対類藻／策対ンガンマ／習実理処集凝／理管質水 062E 評質水るよに
策対虫原／理処度高／習実定測菌細／価

間期 7991 年 11 月 81 ～日 11 月 82 ）間週２（日

所場 クコンバ CTC

者象対・数者講受 ）名６トスィテンエイサ、名３アニジンエ（名９

家門専遣派 ）局道水市幌札（正直田小

トーパータンウカ iahcawaT.rM （ AWM/CTC 、） eedgnohC.sM （ AWP/CTC ）
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３）教材等

①カリキュラムの作成

　トレーニングコースにおけるカリキュラムは、専門家とカウンターパート（C/P）、ある

いはタイ側の関係有力者との話し合いで決定している。高度化浄水処理分野（「水処理の

改善及び維持管理技術分野」）における、主要な講義とその主な内容は、表4-1のとおり

である。基本的にはこのなかから、その時の研修生のレベルや講師の都合により決定して

おり、短期専門家の赴任と一致する場合には、専門分野のトピックス的講義を取り入れて

いる。基本的な講義は主に研修生に、比較的内容の難しいものは、カウンターパートに重

点的に技術移転をすることとし、のちにタイ水道に普及させることを目的としている。

②教材の作成

　教材は、JICAが日本水道協会に教科書作成を委託したものを使用しているほか、各講

師が講義で使用したもの、リサーチ結果発表会などで使用したものを教材としている。

③供与機材の活用

　分光光度計、ジャーテスターなど、供与機材を活用した講義・実習を重視し、実施して

いる。特に第４回の水質コースでは、東京都の亀井短期専門家の赴任に合わせて高度浄水

処理紹介の講義を行ったが同時に新規供与機材のオゾンと粒状活性炭による高度浄水ミニ

プラントのデモを行い効果的であった。ただし、問題点としては、研修センターにはそれ

らの機材を維持管理、調整にあたる１～２名のカウンターパートしかおらず、通常は良好

にメンテナンスされていないため、いざ使うときの準備が非常に大変となっていることが

あげられる。
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表4-1　高度化浄水処理分野の主要講義

４）評価、問題点及び提言

①コースの運営状況

　コース開催の回数と研修生の数については、当初計画では、フェーズⅡ終了までに、各

サブコース各７回として合計14回を、各コース10名、合計140名を対象として実施する

ことになっている。1997年９月末までの実施実績は、高度化浄水処理コース２回、水質管

理コース３回の合計５回で、研修生総数は76名となっている。また、1997年 11月 18日

分
野 義　　　　講 師　　　　講 者転移被術技な的点重

基
　
礎
　
的
　
課
　
題

道水の本日 ーダーリ崎山 → 生修研

題問質水の道水方地イタ （長係ーダッラ AWP ）イマンェチ → 生修研

点題問の道水イタ 家門専田小、家門専野星 → P/C 生修研、

論理礎基理処水浄 ）等授教助ンシンマ（授教学大のイタ → 生修研

善改の場水浄方地 等専短一真木々佐 → P/C スラク長係イタ、

剤集凝新 CAP 果効用使の （長係質水クッサムタ AWM ）ンケンバ → 生修研

法用使の器機定測質水 者当担ーカーメ器機質水 → 生修研

特
　
殊
　
的
　
課
　
題

理管質水と準基質水 （史女プッチムナ AWM ）ーザイバドア → P/C 生修研、

去除ンガンマ 家門専野星 → P/C 生修研、

策対類藻 橋石 TIA 授教 → 長係クッサムタ

定測気臭類藻 家門専野星 → P/C イャチッワタ、

（ンタメロハリト MHT 題問） 専長田小、専短下宮、授教井亀 → AWM 員職当担質水

習実定測と析分の薬農 CTRE ータンセ練訓術技境環イタ → 生修研

論理プッマ塩残 家門専野星、専短吉中 → P/C

応対の等ムウジリポストプリク 家門専田小 → P/C 生修研、

高
度
浄
水
処
理

菌殺るよに素塩化酸二 ）株（イタ畑稲 → P/C 生修研、

度光吸線外紫標指質水新 062E 井亀 TIA 授教 → P/C 長係クッサムタ、

学力動の理処炭性活 井亀 TIA 授教 → P/C

定測速迅菌細式ムルィフ 士博トーベラプ → P/C 長係クッサムタ、

介紹の理処水浄度高 専短井亀、家門専田小、授教井亀 → P/C 生修研、

理処膜 ）株（成化旭、授教ナタッラ → 長係クッサムタ

環
境

境環水と道水 家門専野星 → P/C 生修研、

略戦道水の来将 井亀 TIA ）株（成化旭、授教 → AWM 員職当担質水
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からは、２週間の日程で前年度から延期されていた水質管理コースが９名の研修生を集め

て実施された（表4-2）。

表4-2　各実施トレーニングコースの概況

②教材等

　日本水道協会に委託された教科書は、基礎以上のものであり評価できる。しかし、タイ

の水道は、日本の水道とは状況が違うことも多く、またタイ側の大卒職員の知識レベルが

高いこともあり、派遣専門家には状況にあったものを現地で作成するよう尽力いただくこ

とが必要である。また、各自治体で独自に英語版ビデオなどを作成したものを、JICAと

して必要に応じて再編集して活用する方策も考えられる。

③成果の達成度

　本調査時点における研修の数的達成度を評価すると、全体計画14回、140名の研修目標

に対して６回、85名の達成となり、５年間のプロジェクトのうち３年間を経た時点として

は、特に回数の面で達成度は中位となる。

　しかし、コースのスタート時点から、1996年１月に予定されていたバンコクCTCでの

高度化浄水処理コースについては、当該カウンターパートの運営する第三国研修の開催時

期と重なることから、タイ側の指摘によって、1995年実施のバンコクCTCでの第１回高

度化浄水処理コースと合併させる形で、目標の２倍以上の22名を集めて実施されたこと

から、実質的には２回分の成果があったものと評価できる。また、1997年度後半に予定し

施実 年 間期 週 名スーコ 所場 員職象対 生修研 DR

○ 5991 51/8 ～ 1/9 ３ 水浄化度高 クコンバ CTC 士学 22 名 01 名

味気れ遅もとスーコ全でとこたっかなわ整が制体、りおてし動異どんとほが者験経の側イタの頃のⅠズーェフ、初当
もスーコ水浄化度高回１第、れさ始開で 5991 。たれさ施実に月８年 69 予るれさ催開がスーコ名同の回２第もに月１年

、がたっだ定 69 の理処水浄に月３～１年 P/C 水浄期時のこに的質実、めたるれさ施実が修研国三第るす当担を営運が
第、めたのこ。たし除削をスーコの下以、で味意ういと併合スーコ２、りあが摘指らか側イタと理無は催開のスーコ

。ため集を生修研の上以倍２の定規は目回１

併合

○ 6991 22/4 ～ 3/5 ２ 質水 クコンバ CTC 士学 21 名 01 名

○ 6991 5/8 ～ 9/8 １ 質水 ンケンコ CTR 長係、士学 31 名 01 名

○ 6991 81/11 ～ 92/11 ２ 水浄化度高 クコンバ CTC 士学 61 名 01 名

○ 7991 22/4 ～ 3/5 ２ 質水 ラクンソ CTR 能技、士学 31 名 01 名

7991 月７年 71 出が達通ういと」止禁のーナミセび及修研のでま月９内度年イタ「に急緊い伴に化悪政財の府政イタ日
（度年新イタがスーコ２の次、下以い伴にれこ、れさ 01 。たれさ期延に）月

。たっ従に達通のこ、めたるあで社公の轄管省務内も道水イタ

期延

期延

7991 81/11 ～ 82/11 ２ 質水 クコンバ CTC 士学 名９ 01 名
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ていた２コースが、タイ政府の通達によって次年度への延期を余儀なくされたことから判

断すると、単純に回数や研修生の数では評価できないものと考えられる。

　これら、延期されたコースについては、今後２年間の当初計画分の６コースも含めて、

スケジュールの再調整を図る中で実施可能とはなるが、現実には研修生を集めることが

種々困難とのタイ側から発言もあり、タイ政府の方針によって実施できなかったコースに

ついては、今後の研修コース全体でカバーする形が望ましく、いたずらに、回数にとらわ

れて無理なコース実施を強行することは、実施する側にも、研修を受ける側にもメリット

がないと考えられる。

　質的な面での達成度を評価することは、極めて難しいが、これまでに実施された５コー

スについて、コース終了後に研修生から得た５段階評価によるアンケート結果からみると

表4-3のようになる。

　アンケートは、各回とも仕事への有益性、講師の知識度、技術移転度、講義前後の知識

増加度について調べており、各回の平均値は、仕事への有益性3.72、講師の知識度4.23、

技術移転度3.78となっており、知識の増加度については講義前の2.76から講義後の3.65

と大きく増加している。

表4-3　アンケート結果

　また、カリキュラム作成の過程で、タイ側の要望する新しい知識や将来問題になりそう

なテーマを中心にそれぞれのコースが構成され、コース開催時に短期専門家の派遣や専門

分野のトピックスが合致している場合には、コースに取り入れるなどの工夫によって、研

修生以外でもオブザーバー的に講義を受ける職員が出ており、質的には十分に評価できる

ものと考える。

④将来計画と提言

　トレーニングコースの運営は合理化によりタイ水道の職員数がほとんど増えていないこ

とや（MWAは減少、PWAは現場作業員は増加している模様）、タイの経済情勢が通貨暴

スーコグンニーレト各
）均平階段５（価評の

のへ事仕
性益有

の師講
度識知

術技
度転移

前義講
識知

後義講
識知

の識知
度加増

水浄クコンバ回１第 59 06.3 03.4 08.3 00.3 08.3 08.0

質水クコンバ回１第 69 35.3 13.4 37.3 08.2 35.3 37.0

質水ンケンコ回１第 69 67.3 54.4 16.3 46.2 25.3 88.0

水浄クコンバ回２第 69 97.3 75.4 49.3 74.2 07.3 32.1

質水ラクンソ回１第 79 09.3 25.3 28.3 19.2 27.3 18.0

均　　　　平 27.3 32.4 87.3 67.2 56.3 98.0
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落により急激に悪化したことで厳しい状況にある。過去に作成した計画に拘泥するのでな

く、危機的な状況にある相手側の状況に十分配慮し、タイ側が十分消化できる範囲でのト

レーニングコースの実施を望みたい。

　既に述べてきたように、当初の計画どおりの回数の研修を行うことは、種々無理がある

ことから、回数を削減した中で効率的に運営するためには、２本立てのサブコースを内容

的に一本化して考え、開催地や対象研修生のレベルなどに応じたカリキュラムの再編成が

必要であり、タイ側とも十分な打合せの下で、柔軟なコース運営を図って行くべきであろ

う。また、カウンターパートの指摘によると、研修生が研修に参加してなんら評価等を受

けることがなく、受講を促すインセンティブがないことも研修生が集まりにくい大きな原

因であることから、なんらかの受講のアドバンテージを作るなどタイ側の対応も求めた

い。

　さらに、タイはすでに中進国でタイ水道職員の知識レベルも想像以上に高いことから、

さらに実効のある研修や調査研究ができるよう、担当水道事業体以外からも適当な専門家

を派遣するような体制が必要であろう。

(2) 浄水処理研究開発活動

１）研究開発活動概観

①背景

　浄水施設や水質管理における問題点の調査手法や改善方法などの対策については検討の

遅れが見られる。そこで、既存の浄水施設の機能診断調査を実施し、適正な改善策を提案

する。また、水質管理のための手法を調査開発する。

②全体研究開発活動計画・内容

　タイ国の水道が抱える問題点の解決を目的として調査研究を行うものであることから、

タイ側の要請内容を短期専門家とカウンターパートが協議のうえリサーチトピックスを選

定する。

　タイ側が必要としている主な課題は次のとおりである。

(a) 浄水場の機能診断と改善

(b) 凝集剤の検討（AlumとPACの比較）

(c) 鉄・マンガン処理

(d) トリハロメタン制御

(e) 残留塩素管理

(f) 排水処理
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２）最適浄水処理研究開発活動実績

①浄水場機能診断関係

②トリハロメタン制御関係

的目 AWP 善改の果効理処の場水浄方地の轄管

容内 たし言提を策善改い行を価評てし施実を査調断診能機の場水浄有現

間期 5991 月１年 72 月３～日 13 日

所場 ンケンコ

家門専遣派 ）局道水市幌札（樹信部阿

トーパータンウカ anasaV.sM （ 2CTR ）

的目 AWP 善改の果効理処の場水浄方地の轄管

容内 たし言提を策善改い行を価評てし施実を査調断診能機の場水浄有現

間期 6991 ～日６月６年 01 日２月

所場 イマンェチ、ンケンコ

家門専遣派 ）局道水市幌札（一真木々佐

トーパータンウカ anasaV.sM )2CTR( 、 )1CTR(nrohtmaK.eM

的目 AWP 善改の果効理処の場水浄方地の轄管

容内 たし言提を策善改い行を価評てし施実を査調断診能機の場水浄有現

間期 6991 月７～日６月６年 81 日

所場 イマンェチ、ンケンコ

家門専遣派 ）局道水都京東（夫邦林小、実博村吉

トーパータンウカ anasaV.sM （ 2CTR 、） nrohtmak.rM （ 1CTR ）

的目 御制の量成生ンタメロハリトるけおに程過理処水浄

容内 たし言提を法手御制し測予をルベレ成生ンタメロハリトるけおに道水イタ

間期 5991 月７年 72 月９～日 13 日

所場 クコンバ

家門専遣派 ）局道水市幌札（正直田小

トーパータンウカ )CTC(ialiwiS.sM
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③残留塩素管理関係

３）報告書等

　高度化浄水処理分野の調査研究業務については、これまでに７名の短期専門家が派遣され

ており、終了した専門家からは表4-4にまとめた報告書がタイ側に提出されている。

的目 御制の量成生ンタメロハリトるけおに程過理処水浄

容内 たし言提を法手御制し測実をルベレ成生ンタメロハリトるけおに道水イタ

間期 6991 月１年 81 月４～日 11 日

所場 クコンバ

家門専遣派 ）局道水市幌札（子妙下宮

トーパータンウカ )CTC(ialiwiS.sM

的目 証検の理管素塩留残るけおに道水クコンバ

容内 たし言提を法手理管し査調態実を素塩留残の内市クコンバ

間期 7991 月３年 52 月６～日 42 日

所場 クコンバ

家門専遣派 ）局道水市幌札（幸憲吉中

トーパータンウカ )CTC(ialiwiS.sM
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表4-4　短期専門家と調査研究業務

４）評価、問題点及び提言

①活動の実施状況

　本分野では、1997年９月末までに７名の短期専門家が所定のテーマに基づいて調査研究

を終了している。現在は、MWA浄水処理改善、PWA浄水処理改善のため各１名計２名

が派遣中である（1997/11現在）。

②報告書等（表4-4右欄のとおり）

③成果の達成度

　派遣人員は、事前協議の年２名程度合計10名程度に対して、タイ側の要望を考慮して

再調整のうえ実施されてきており、リサーチテーマの多様化から人材的にも民間企業を含

め幅広く招致するなど、基本的にはほぼ達成されていると評価できる。

　内容的には、浄水処理改善分野では砂層調査をはじめとし、浄水場の総合的評価のため

の調査を、各専門家が実施してきており、これらの成果が現在のバンケン浄水場における

凝集剤の硫酸ばん土からPACへの移行のためのサポートや地方水道のコンケン浄水場に

おける処理及び設備改善のためのリサーチテーマへと結びついてきている。

　また、水質分野では、残留塩素とトリハロメタンに関連した一連のリサーチが、各専門

家によって実施されてきており、トリハロメタン量を紫外部吸光度E260で簡易に予測可

能としたことや、バンコク市内での残塩調査の結果からMWAにおける残塩管理の改善と

家門専期短 市都遣派 年 名題の書告報

樹信　部阿 局道水市幌札 5991 “ tcejorPIIesahPITTWNroftroperlacinhceT ”
握把況状な的体全の道水イタ

正直　田小 局道水市幌札 “ 062Eybtcudorp-yBnoitcefnisiDnohcraeseR ”
標指質水新 062E 査調の物成生副毒消るよに

子妙　下宮 局道水市幌札 6991 “ noitanirolhCybnoitamroFsMHTnohcraeseR ”
査調の力能成生ンタメロハリト

実博　村吉
夫邦　林小

局道水都京東 “ retaWfodlohtemnitaulaveehtnohcraeseR
stnalPtnemtaerT ”

善改の理処水浄の場水浄方地
一真木々佐 局道水市幌札

幸憲　吉中 局道水市幌札 7991 “ KKBninoitpmusnoCenirolohCnotluseRhcraeseR ”
査調態実の毒消塩残のクコンバ

實　　井亀 局道水都京東 7991 ）中遣派（善改の場水浄の道水圏都首クコンバ

晋　　口樋 局道水市幌札 7991 ）中遣派（善改の理処水浄の場水浄方地
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経費節減に貢献したことは特筆すべき成果である。タイ側はこの調査結果を、日本の水道

研究発表会でタイ職員に発表させたいとしており、タイ側も高い評価をしていることが感

じられた。

４－３　水運用制御分野

(1) 水運用制御分野の研修活動

１）研修活動概観

①背景

　タイ国においては、目覚ましい経済発展の結果、市民の生活レベルは著しく向上してお

り、市民の水道水に対する需要は高まる一方である。

　したがって、需要に応じた水道水の供給については、タイ国においても考慮されてお

り、配水塔へのポンプ圧送の時間調整がその一例といえる。

　しかし、近年の大幅な需要量の増大に対し、配水塔容量、ポンプ容量、浄水場の処理容

量が需要についていけない状況になっている。また、漏水率もここ数年40％前後にも及

び、これが各容量の不足に追い打ちをかけている。さらには、乾期における水不足も深刻

で、取水量にも制限がかかるような状態にある。

　このような状況のなかで、ポンプ、バルブ、パイプ、水理等の知識を更に向上させた上

で、配水調整を意図的に系統的にきめ細かく行うための技術を移転することが必要と考え

られる。

　特に、漏水問題も考慮した管路情報の管理システムや、将来必ず必要となるであろうテ

レメータを利用した水圧、流量管理、水質管理の集中管理システム、需要予測による計画

的な浄水場運転、ポンプ場運転管理システムの技術移転が重要と考えられる。

　研修にあたっては、PWAとMWAでは、かなりの技術格差はあるものの、フェーズⅡ

が終了した後のことを考えると、お互いが協力、補完しあいながら学びあえる環境を提供

することが、その後の実務への展開においては有効ではないかと考え、これまで取り組ん

できたが、現在見直しの局面にある。

②研修内容

　研修内容については、国内委員会で作成されたシラバスをもとに当初以下のように定め

られたが、その後、タイ側（カウンターパートとコースリーダー）との協議の結果、実情

に合わせた形で適宜項目を充実、追加、合併、分割、割愛している。

　特に今回はタイ側の都合で２週間に短縮されたため、各項目の時間数が短くなってい

る。
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(a) 水運用計画（WP）サブコース

１回 ２回

WP１－１　開講式、オリエンテーション ○ ○

WP１－２　コース前試験 ○

WP２－１　比較研究１（日本との比較） ○ ○

WP２－２　比較研究２（MWAとの比較） ○ ○

WP２－３　比較研究２（PWAとの比較） ○ ○

WP２－４　比較研究３（討論） ○

WP３－１　需要予測手法 ○ ○

WP３－２　運用計画の作成 ○ ○

WP３－３　需要予測シミュレーション －WP３－２と合併－

WP３－４　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを利用した需要予測 ○ －WP３－２と合併－

WP４－１　水理学基礎 ○ ○WP４－２を併合

WP４－２　動水勾配 ○ ○「配管特性」に変更

WP４－３　制御手法 － ○「配水池運用」に変更

WP４－４　回転数制御 ○ －

WP４－５　ポンプ特性 ○ －

WP４－６　配水池運用 ○ －WP４－３とする－

WP４－７　短期専門家によるﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ ○ －

WP５－１　監視制御システム ○ ○「ポンプ設計」に変更

WP５－２　自動検針システム ○ ○「水制御機器」に変更

WP５－３　監視制御システム機器 － ○

WP５－４　マッピングシステム（１） － ○

WP５－５　マップ － ○

WP５－６　マッピングシステム（２） － ○

WP６－１　マッピングシステム ○ ○「ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝと変更」

WP６－２　最終試験 － ○

WP７－１　プレゼンテーション ○ －

(b) 水運用基礎（WF）サブコース

１回 ２回

WF１－１　開講式、オリエンテーション ○ ○

WF１－１　コース前試験 － －

WF１－２　日本の水道の紹介 ○ ○
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WF２－１　管路情報管理 ○ ○

WF２－２　地図情報 ○ ○

WF２－３　地図情報（実習） ○ ○

WF３－１　水理学基礎 ○ ○

WF３－２　配水池運用 ○ ○

WF４－１　制御機器 ○ ○

WF４－２　計測機器 ○ ○

WF４－３　監視制御システム ○ ○

WF５－１　需要予測手法 ○ ○

WF５－２　水運用計画 ○ ○

WF６－１　実例研修 ○ ○

WF６－２　最終試験 － －

WF６－３　プレゼンテーション ○ ○

２）各研修コース実績

①派遣専門家

　遠井　和彦

　藤谷　光宏

②カウンターパートの配置

　Mr. Viroon Sirinopakul (MWA)

　Mr. Pairat Chantubtim (MWA)

　Mr. Bundith Pratoomvong (PWA)

③第１回水運用計画サブコース

(a) 研修期間

　1995年 10月３日～10月 20日

(b) 場所

　CTC（バンコク）

(c) 受講者数

　18名（MWA６名・PWA８名）

④第２回水運用計画サブコース

(a) 研修期間

　1996年 10月 15日～11月１日

(b) 場所

　CTC（バンコク）
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(c) 受講者数

　16名（MWA11名・PWA５名）

⑤第１回水運用基礎サブコース

(a) 研修期間

　1995年 11月 14日～11月 24日

(b) 研修場所

　コンケンRTC

(c) 受講者数

　14名（MWA６名・PWA８名）

⑥第２回水運用基礎サブコース

(a) 研修期間

　1996年７月16日～７月26日

(b) 研修場所

　ソンクラRTC

(c) 受講者数

　18名（MWA６名・PWA12名）

⑦第３回水運用基礎サブコース

(a) 研修期間

　1997年４月21日～５月２日

(b) 研修場所

　バンコクCTC

(c) 受講者数

　12名（MWA９名・PWA３名）

⑧カウンターパートの日本における研修実績

　Mr. Viroon Sirinopakul（MWA）　1996年１月11日～1996年６月17日

３）教材等

①カリキュラムの作成

　タイ国の実情及び研修生のレベルをにらみながら基礎から応用までの幅広い分野を網羅

し、実情に沿う形で対応を行った。また、コースの終了後、研修生にアンケートなどを行

い、その結果をも参考に関係者（タイサイド）と総括会議を開催し、次コースの方針を決

定してカリキュラムの作成を行っている。

②教材の作成

　専門家の担当分の教材作成状況については付属資料１．ミニッツANNEX 10のとおり
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で、すべて英語化は完了しており、タイ語化も半分以上完成している。ただ、実情にあ

うように随時教科書の一部補強、補完が行われており、残余の部分と合わせタイ語化が急

がれる。

③供与機材の活用

　納入済みの機材は、トレーニングコースで活用されている。平成８年度分は一部納入さ

れリサーチに活用されているが、残りは1998年１月になる模様である。

　平成９年度分の発注が急がれる。

４）評価、問題点及び提言

①コースの運用状況

　1997年７月にタイ政府から出された節約令に基づき、本年度で計画（日本年度）してい

た３コースのうち２コース（７月、10開催予定）が、タイの1998予算年度への延期を余

儀なくされ、年度後半に研修が集中ことになって今後の研修計画を圧迫する結果となって

いる。

　また、タイ側からの申し入れにより、現在実施中のプランニングコースが３週間から２

週間に圧縮され、各項目の講義時間を短縮せざるを得ない状況になっている。

②教材等

　供与機材は、トレーニングコースで活用されているほか、マッピングシステム、ポンプ

オペレーションシミュレーションの一部は研究開発活動や実地に活用されている。ただ、

供与機材の多くはまだ水道現場に導入されていないものが多いため、現場に配置されたあ

かつきには、研修内容を繰り返し復習することが可能となり、研修効果の一層の向上が見

込まれる。

③成果の達成度

　カウンターパートへの技術などの移転は満足すべきレベルに到達していると判断でき

る。しかし、研修生は、MWA、PWA双方から参加しており、技術レベルの違いや研修生

の属する施設の規模などからくるニーズが異なり、研修達成目標のターゲットが定めにく

いということから、一方では達成度が高く満足するが、一方では満足度が低いとされる懸

念が残っている。

④将来計画及び提言

　フェーズⅡをもって基本的に必要な水道技術移転は完了すると思われるが、マンパワー

を引き出すための意識改革を行う「改善計画運動」のような活動などを今後も継続し行う

必要があると思われる。また、高度化水道技術についてはタイ国の水道事情の進展に合わ

せなんらかのフォローアップが必要と思われる。
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(2) 最適水運用研究活動

１）研究目標及び内容

　タイ国の国情に即した最適な水運用を研究するとともに、日本ではほぼ確立された各種の

技術をどのように応用していくか、適用するにはどういった整備が必要か、技術移転のこれ

らの問題点も明らかにしていることを課題としている。

２）各研修コース実績

①派遣専門家

　森　　幸正

　東野　宗丈

　永良　聡雄

②カウンターパートの配置

　Mr. Comboon Sunanthapongsak（MWA）

　Mr. Dumrong Poolkaew（PWA）

③第１回最適水運用研究

(a) テーマ

　送配水システムの問題に関する調査

(b) 研究期間

　1995年９月25日～11月 30日

(c) 場所

　CTC（バンコク）

④第２回最適水運用研究

(a) テーマ

　タイ国水道への水道管路情報管理システムの導入調査

(b) 研究期間

　1996年 10月７日～12月６日

(c) 場所

　CTC（バンコク）

⑤第３回最適水運用研究

(a) テーマ

　MWAにおける水需要予測方法の適用に関しての調査

(b) 研究期間

　1997年９月21日～11月 23日
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(c) 研修場所

　CTC（バンコク）

⑥カウンターパートの日本における研修実績

　Mr. Dumrong Poolkaew�iPWA�j　1997年３月31日～６月14日（約３か月）

３）報告書等

①「送配水システムの問題に関する調査」研究開発活動（1995.9.25～ 11.30）

　短期専門家が赴任中に２回の訓練コースが開催され、「水利解析及び需要予測」「自動検

針システム」について計15時間の講義を行った。また、表計算ソフトを利用し「動水勾

配プログラム」を作成するとともに調査研究結果を報告書としてまとめ、ブリーフィング

セッションを開催した。

②「タイ国水道への水道管路情報管理システムの導入調査」研究開発活動(1996.10.7～12.6)

　「タイ国水道への水道管路情報管理システムの導入」という課題に対し、その導入価値

を調査するとともに「管路マッピングシステム」用の器材（計算機等）を使用し、実際に

ノンタブリ地区においてシステムを試験的に構築した。その際、今後システムを本格的に

導入していくにあたっての問題点や課題を調査し、それらの成果を報告書としてまとめ

た。

③「MWAにおける水需要予測方法の適用に関しての調査」研究開発活動(1997.9.21～11.23)

　タイ国の首都圏において、実際に各種データを収集分析し、需要予測を行うことによ

り、最新の需要予測手法を紹介するとともに、送水、配水運用業務において日本で行われ

ているような水需要予測に基づく運用が可能かどうか、また、その導入価値があるかどう

かの調査研究をした。その成果は報告書としてとりまとめ、ブリーフィングセッションに

て発表された。

４）評価、問題点及び提言

①活動の実施状況

　短期専門家の任期が短期間であることに加え、受入側の問題として専任のカウンター

パートが配置されていないケースや基礎データの未整備など、調査研究開発をサポートす

る体制が不十分であるため、短期専門家自らがそれらを負い、調査研究開発に必要な時間

が割けないという制約があり、現状の任期では不十分に思われる。現状は、このような状

況にあるので長期専門家によるフォローが不可欠となっており、今後も上記問題が解決し

なければ長期専門家のフォローが継続して必要である。

②報告書等

　研究成果をまとめ報告書を作成するとともに、ブリーフィングセッションにおいて、タ

イ側への提案など、報告とあわせてなされている。また、研修コースの講義において実際
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に活用されている。

③成果の達成度

　研究開発した内容は一定の水準に達すると思われるものが、これまでに研究開発された

ものすべてが活用という視点では合格点とは言い難いが、なかには繰り返しトレーニング

コースで活用し、またフィールドに展開されているものもある。

④将来計画及び提言

　これまでに、配水管路における損失水頭計算プログラム、マッピングシステムの構築、

MWAにおける水需要予測方法の適用について短期専門家が、研究開発を行い研究実績を

積み上げてきたが、今後は更に効率的な送水配水を行うために不可欠な複数の浄水場、給

水所等を有機的に連絡した一元運用を可能とするためのテレメータテレコン導入について

の研究開発などが考えられる。

　また、MWAにおいては、中央監視制御装置（テレメータテレコン）導入計画があり、

MWAスタッフとともにそれらの計画をより良いシステムにしていくなどの活動が望まれ

る。また、PWAにおいては、テレメータテレコン導入時におけるシステム化方針など（基

本設計）の研究開発等が考えられる。

４－４　無収水量管理分野

(1) 無収水量管理分野の研修活動

１）研修活動概観

①背景

　現在のタイ国の無収率は、MWA、PWAともに40％〔MWA41.2％（1996実績）、PWA44.0

％（1994実績）〕程度である。金額に換算すれば、タイ全土で年間400億円を超える資金

が漏水をはじめとする「無収水」に費やされていることになる。さらに、有収率が数年前

から低下傾向にあり、「無収水量の低減」はタイ国水道にとって実に重大な課題になって

いる。

　「無収水量の低減」は、「経営の効率化」、「水資源の確保」、「省エネ」あるいは「顧客サー

ビス」の観点から最優先して解決すべき問題であり、MWA、PWAともに一定の漏水防止

作業を実施してきている。現在実施している漏水防止作業が、結果として有収率の向上に

つながっていない理由は、次の事項が複合的に絡んでのことであると考えられる。

・配水施設の老朽化に伴う漏水量の増加

・配水管の材質上の問題（依然として石綿管を使用していることなど）

・配管技術の問題（配管技術の不足など）

・漏水防止技術の問題（配水圧不足に伴う漏水音探知の困難性など）
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・漏水防止にあたる職員へのモチベーションの不足

・配水量分析の問題（問題の明確化の不足）

　フェーズⅠでは「無収水に関する基礎知識」や「漏水探知手法の技術」を移転すること

に主点がおかれていた。これに対してフェーズⅡプロジェクトでは、配水量の分析や管路

更新などの予防的対策、発見困難な漏水に対する新たな漏水探知機の活用、漏水防止体制

の見直しなど、より高度かつ実践的な無収水量低減手法を技術移転するよう努めている。

②全体研修計画、内容

(a) 全体研修計画

　「無収水量管理」の研修は、次の２つのサブコースからなる。

(ｱ) Leakage Control Work (LP) Sub-course

　漏水防止作業（LP）サブコース

(ｲ) Analysis of Water-loss and Preventive Measures (LW) Sub-course

　無収水量分析及び予防的対策（LW）サブコース

　全体の研修計画は、表4-5のとおりである。

表4-5　Plan of Training Course According to R/D Minutes

　Ｂ：CTC Bangkok Ｃ：RTC Chiangmai

　Ｋ：RTC Khonkaen Ｓ：RTC Songkhla (Su: Substitution)

(b) 研修内容

　研修内容は、「漏水防止作業（LP）サブコース」が、無収水量管理の第１線のフィー

ルドワークを主体にしたコースという位置づけをしている。これに対し、「無収水量分

析及び予防的対策（LW）サブコース」では、無収水管理の理論を中心にした、おもに

講義を中心にしたコースである。

　「漏水防止作業（LP）サブコース」の特徴的な科目としては、トレーニングコースの

仕上げに行う「フィールドトレーニング」が挙げられる。この科目では、それまでに学

んだ知識をもとに、実際の水道事業体のフィールドを使用し、漏水測定や漏水個所の探

知を行っている。

　一方、「無収水量分析及び予防的対策（LW）サブコース」では、無収水管理の理論を

中心にした内容の講義を行っている。無収水量管理の計画策定及び分析を行ううえで重

5991 6991 7991 8991 9991 latoT
1 4 7 01 1 4 7 01 1 4 7 01 1 4 7 01 1 4 7 01

evitneverPdnassol-retaWfosisylanA
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要となるカリキュラムを用意している。

　トレーニングコースでは、できるだけタイ国の水道の状況を反映した内容となるよう

心掛けるとともに、毎回のコース終了時に研修生のアンケート結果をもとに常に改良し

ている。このため、トレーニングコースは、同じサブコースであっても毎回若干異なる

カリキュラムで行われることになる。最近開催した「漏水防止作業（LP）サブコース」

及び「無収水量分析及び予防的対策（LW）サブコース」の内容は以下のとおりである。

(ｱ) 漏水防止作業（LP）サブコース（第４回）

　LP１－１　開校式、オリエンテーション

　LP１－２　MWAにおける無収水量低減策

　LP１－３　PWAにおける無収水量低減策

　LP１－４　日本における無収水量低減策

　LP１－５　漏水の特性

　LP１－６　タイ国における漏水防止作業

　LP２－７　区域測定手法（DMZ）

　LP２－８　相関式漏水探知器

　LP２－９　超音波流量計

　LP３－３　フィールドトレーニング（４日間）

　LP３－４　リークサウンドアナライザー

　LP３－５　電磁流量計

　LP３－２　プレゼンテーション、閉校式

(ｲ) 無収水量分析及び予防的対策（LW）サブコース（第４回）

　LW１－１　開校式、オリエンテーション

　LW１－２　MWAにおける無収水量低減策

　LW１－３　PWAにおける無収水量低減策

　LW１－４　日本における無収水量低減策

　LW１－５　無収水量の分析

　LW１－６　流量計

　LW１－７　水道メータ

　LW２－１　タイ国における漏水防止作業

　LW２－３　漏水防止機器

　LW２－４　管路診断

　LW２－５　配水管の改良

　LW２－６　配水管の防護
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　LW２－７　区域測定手法

　LW２－８　名古屋の漏水防止作業

　LW２－９　マッピングシステム

　LW３－１　フィールドトリップ（メータ、パイプメーカー見学）

　LW３－２　プレゼンテーション

　LW３－３　閉校式

２）各研修実績について

①漏水防止作業

(a) 研修目的

　研修目的は、次のとおりである。

・タイ国及び日本の無収水管理の現状を学ぶ（LP・LW共通）

・漏水の特徴を学ぶ

・漏水防止機器の取り扱い方法を学ぶ

・新たな機器の紹介・取り扱い方法を学ぶ

・フィールドトレーニングで以上の知識を試す（実際の現場で、漏水探知器などのト

レーニングを実施）

(b) 研修内容

　カリキュラムについては、前述のとおり。

(c) 期間

　研修期間は、２週間（実質10日間）としている。以前は、月曜から翌週の金曜まで

の実質10日間のトレーニングを行っていたが、タイ側からの要望もあり、火曜から翌

週の金曜までの実質９日間のトレーニングに変更した。これは、研修生の移動時間を配

慮したものであり、他の分野のトレーニングコースでも同様の措置を取り始めている。

(d) 受講者数、受講対象者

　この研修の受講対象者は、上級技能職員（Senior technician）または技師（Engineer）

としたものである。タイ国では、工科系の大学卒業者のみを技師と呼んでおり、MWA・

PWAにおいてその数は非常に少ない。このことを理由に、トレーニングコースの回数を

増すごとに、技師（Engineer）の割合が下がり、上級技能職員（Senior technician）あ

るいは技能職員（technician）の割合が増えてきている。「漏水防止作業（LP）サブコー

ス」は、実際のフィールドワークを主体にしたカリキュラムであるので、このことにつ

いては、問題とはならない。
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(e) 派遣専門家、カウンターパートの配置（LP・LW共通）

　長期専門家：進士靖洋（名古屋市水道局）1997.10.14～ 1997. 3.18

　　　　　　　酒井康宏（名古屋市水道局）1997. 4. 1～ 1999. 3.31

(f) カウンターパートの日本における研修実績（LP・LW共通）

　Nakorn Roengnirun 1996. 2. 5～ 5.17

　Thavachai Khuptanon 1997.10.13～ 1998. 5.20

②配水量分析及び予防的対策

(a) 研修目的

　研修目的は、次のとおりである。

・タイ国及び日本の無収水管理の現状を学ぶ（LP・LW共通）

・無収水量の分析手法を学ぶ

・配水管の維持管理手法を学ぶ

・管路改良計画

・漏水防止機器の紹介

・配水管や水道メータなどの製造過程・特徴を学ぶ（フィールドトリップ）

(b) 研修内容

　カリキュラムについては、前述のとおり。

(c) 期間

　研修期間は、LPサブコースと同様、火曜から翌週の金曜までの実質９日間のトレーニ

ングを実施している。

(d) 受講者数、受講対象者

　この研修の受講対象者は、技師（Engineer）または上級技能職員（Senior technician）

としたものである。前述のとおり、トレーニングコースの回数を増すごとに、技師

（Engineer）の割合が下がってきている。このサブコースは、「漏水防止作業（LP）サ

ブコース」と比較すると机上の講義に重点を置いているため、技能職員（technician）

クラスが受講した場合、理解できないのではないかと懸念された。このことについて

は、授業内容の修正で対応している。

(e) 派遣専門家、カウンターパートの配置（LP・LW共通）

　前述のとおり。

(f) カウンターパートの日本における研修実績（LP・LW共通）

　前述のとおり。
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３）教材等

①カリキュラムの作成

　漏水防止作業（LP）サブコースと無収水量分析及び予防的対策（LW）サブコースでは、

それぞれのコースに参加する研修生がおり、今後増える可能性があることから、内容的に

重複している概論的講義については重複しないよう見直しを行った。

　さらに、LPサブコースについては、訓練生の約半数が技能職員であり、フィールドワー

クの時間を増やしてほしいとの要望が強くあったため、重複の見直しにより生まれた時間

をフィールドワーク枠の増大に充てるなど工夫した。

②教材の作成

　LPサブコース、LWサブコースともに、研修生が技能職員中心であり、教材について

はタイ語版が必要であることから、すべてタイ語化が完了している。

　OHPについては、一部のコースでタイ語化されているが、基本的に図表が中心である

ため、英語化のみにとどまっている。

③供与機材の活用

　以下の機材について、LPサブコース、LWサブコースにて使用した。

　超音波流量計 漏水探知機

　過般式電磁流量計 ボックス探知機

　簡易流量計 メジャーリングホイール

　水圧レコーダ 電子式音聴棒

　非金属管探知機 発電機

　金属管探知機 バルブキー

４）評価、問題点及び提言

①コースの運営状況

　実施回数については、計画どおり各々今まで４回行われている。

　研修期間については、当初計画でLPサブコースが２週間、LWサブコースが３週間と

なっているが、LWサブコースでは３週間の長期にわたっては適当な研修生を推薦するこ

とが困難であることなどの理由から一部２週間に短縮して実施された。

②教材等

　研修生は、このような体系だった無収水量管理に対する研修を受けたことがないため、

教材については評判が良いようである。

③成果の達成度

　LWサブコースで若干研修期間が短くなったものの、おおむね順調に研修活動は実施さ

れている。
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④将来計画及び提言

　研修コースはLPサブコースとLWサブコースの２つで構成されているが、その研修内

容から考えると、LPサブコースは技能職員（technician）主体でもかまわないが、LWサ

ブコースは最低でも技師（Engineer）が望ましい。しかし、実際の研修参加者の構成を

見ると、PWAから推薦者は良好であるが、MWAについてはLWサブコースの参加者の半

数以上が技能職員（technician）であり、改善の余地があると考えられる。

　タイにおける水道の有収率は、MWAで約59％、PWAで約66％といまだに低い水準に

ある。さらに、どちらもここ数年数値は下がっている。このため、無収水量を減らすこと

はタイにおける重要課題であり、漏水量の分析及び予防的対策を図るための技術を習得す

べく行われている当該研修は意義深いと考えられ、当初計画どおり、LPサブコース、LW

サブコースともに今後３回実施する予定である。

　また、ソンクラの漏水試験訓練ヤードについては、1999年３月に予定しているLPサブ

コースで初めて利用される予定である。

(2) 科学的漏水防止研究開発活動

１）各研究コース実績

①派遣専門家

　伊藤　　毅

　川合　正恭

　稲田　覚史

　渡部　憲一

②カウンターパートの配置

　Mr. Thavachai Khuptanon (MWA)

　Mr. Ampai Muadtong (PWA)

③第１回水最適水運用研究

(a) テーマ

　他企業工事と水道管の防護

(b) 研究期間

　1995年１月27日～３月31日

(c) 場所

　CTC（バンコク）
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④第２回水最適水運用研究

(a) テーマ

　MWA・PWAにおけるカスタマーメータの精度

(b) 研究期間

　1995年９月７日～12月 22日

(c) 場所

　CTC（バンコク）

⑤第３回水最適水運用研究

(a) テーマ

　電磁流量計の最適利用法と土壌腐食性の評価手法

(b) 研究期間

　1996年 10月１日～1997年３月26日

(c) 研修場所

　CTC（バンコク）、RTCコンケン

２）報告書等

①他企業工事と水道管の防護

　日本では、各種インフラ事業体で防護基準を定めているが、タイにはないため、名古屋

市で用いている基準などを英訳した。また、あわせてタイ国内で行われている工事につい

て、日本の基準に照らし合わせた場所に基準内に収まっている工事がどの程度あるかの調

査を行った。

②MWA・PWAにおけるカスタマーメータの精度

　タイでは・日本とは異なり老朽化した水道メータが多く存在するとともに、設置方法も

曲がって取り付けられているなどまちまちな状態にあった。このため、メータによって計

測している水量が正確であるかどうかの疑問があり、正しく水量が計測されているかどう

か確認を行い、正しい設置方法について検討を行った。

③電磁流量計の最適利用法と土壌腐食性の評価手法

　MWAにおいても、日本で行われている最小流量調査と同様の調査を行っているが、十分

な精度でないため、電磁流量計を使った自動計測方法の提案を行った。また、土壌の種類

及び経過年数によって接続部などのボルトの腐蝕などがどの程度進行しているか調査する

とともに、ポリエチレンスリーブの利用などの対策方法を提案した。

３）評価、問題点及び提言

①活動の実施状況

　現地における実情を把握するために、毎年必要とされているテーマに基づいて研究活動
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が行われている。

②報告書等

　タイにおける水道の無収水量を減少（漏水量を減少）させるため、漏水量の正確な把握

及び漏水箇所の特定を図るべく問題点を整理し、その対処案を調査検討、提案しており、

目的に向かって順調に研究開発活動が進んでいると思われる。

③成果の達成度

　無収水量の減少に向けて、確実に問題点を明らかにし、目的に向かって順調に研究開発

活動が進んでいると思われる。

④将来計画及び提言

　各営業所の権限及び独立性が日本の水道事業体とはかなり異なるため、真に漏水量を把

握して改善措置を図るためには、数値の不確実な原因理由について更にきめ細かな調査研

究を行う必要があると思われる。このため、各営業所の境界にあるマスターメータの精度

について超音波流量計を用いて現在調査研究を始めたところである。

　一方、タイの水道は水圧が低く石綿セメント管が多いため、一般的な方法では漏水個所

の特定が容易でない。このため、ヘリウムガスを利用するなど漏水個所の特定精度を高め

る方法を今後検討する必要がある。

　タイでは日本と状況が異なり、一つの給水ブロックのエリアが広いとともに、深夜でも

アパート・マンションなどで受水槽に水を満たしているため、最小流量を計測しても漏水

量の把握が難しいなどの問題がある。このため、タイの実情にあわせた調査方法を研究す

る必要がある。

４－５　営業事務分野

(1) 営業事務分野研修活動

１）研修活動概観

①背景

　タイ国水道技術訓練センタープロジェクト・フェーズⅡでは、フェーズⅠでカバーでき

なかった高度な技術の移転や現場の具体的な問題を解決するための調査・研究、あるいは

タイ南部の水道に適した技術移転を目的としている。

　新たなニーズの一つとして、お客様に親しまれ、信頼されるサービス向上策がもりこま

れ、営業事務改善分野のなかにPRと顧客サービス（PR and Customer Services）サブコー

スが設置された。

②全体研修計画

　フェーズⅡ発足時の討議議事録（R/D）では表4-6のようになっていた。その後1996年
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のR/Dにおいて、タイ国の急進的な経済発展に伴う顧客の増加に対応するため、タイ側か

らコース開催回数の増加を提案され、表4-7のように強化された。

　しかし、1997年７月にタイ政府より「財政悪化に伴い、政府機関の研修や出張を年度

内（９月末日まで）について禁止する」という通達が出された結果1997年８月に開催予

定のRTCソンクラでのコースは延期を余儀なくされた。

　本巡回調査団訪タイ時の合同会議のなかで、タイ側より予算削減やタイ側独自コース開

催への振り替えなどの理由で、コース開催回数の削減が提案され、検討した結果、表4-8

で合意した。

　さらに、タイ側は、オンラインの調査に代えて、新たに「デマンドサイト・マネージメ

ント」の調査にしたいとの提案を持っており、それに伴い、オンラインのコースは、PR

と顧客サービスの専門家が開催するとの提案もあわせて行われた。

　この件に関しては、１月下旬に召集されるリーダー会議で討議されることとなった。合

意されれば表4-9となる。

表4-6　開催スケジュール（１）

注：Ｂ－バンコク（CTC）、Ｓ－ RTCソンクラ、Ｃ－RTCチェンマイ、Ｋ－RTCコンケン

表4-7　開催スケジュール（２）

注：Ｂ－バンコク（CTC）、Ｓ－ RTCソンクラ、Ｃ－RTCチェンマイ、Ｋ－RTCコンケン

表4-8　開催スケジュール（３）

注：Ｂ－バンコク（CTC）、Ｓ－ RTCソンクラ、Ｃ－RTCチェンマイ、Ｋ－RTCコンケン

度年 ５９９１ ６９９１ ７９９１ ８９９１ ９９１ 数回催開

４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １

所場催開 Ｂ Ｓ Ｃ Ｂ Ｓ Ｂ Ｋ ７

度年 ５９９１ ６９９１ ７９９１ ８９９１ ９９１ 数回催開

４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １

所場催開 Ｂ Ｓ Ｂ Ｃ Ｋ Ｓ Ｂ Ｃ Ｋ Ｓ Ｂ Ｋ Ｃ Ｂ ４１

度年 ５９９１ ６９９１ ７９９１ ８９９１ ９９１ 数回催開

４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １

所場催開 Ｂ Ｓ Ｂ Ｃ Ｋ Ｓ Ｃ Ｋ Ｂ ９
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表4-9　開催スケジュール（４）

注：Ｂ－バンコク（CTC）、Ｓ－ RTCソンクラ、Ｃ－RTCチェンマイ、Ｋ－RTCコンケン

　　1998年度１月のバンコクはオンラインコース

２）各研修実績について（PRと顧客サービスサブコース）

①研修目的

　近年、タイ国では生活水準の向上に伴って年々給水人口が増加しているため、多種多様

化する顧客の要求を把握し適切に対応すること、すなわち顧客サービスの向上がますます

重要視されている。

　また、効率的な業務運営や顧客と良好な関係を確立することなどを目的とした、人や仕

事、システムなど総合的ななど総合的なマネージメントの改善が求められている。

　さらに顧客が増加するなかで、例年当地を見舞う乾期の水不足が深刻な問題となってお

り、いかに速くしかも正確に情報を顧客に知らせ、協力を得るかが重要な課題となってい

る。

　これらの課題を抱えるタイの水道事業にとっては、職員が研修を通じて現状分析や問題

解決能力を身につけ、水道事業に必要な顧客サービス業務の改善及ぎ効果的な広報活動の

推進などを学ぶことを目的としている。

②研修内容

　SP－１ 開校式、タイ国の現状、日本の現状

　SP－２ 近代技術によるPR活動（ケーススタディ及びグループディスカッション）

　SP－３ 顧客サービスのための情報案内管理

施設見学

　SP－４ 顧客サービス（接遇、対応、苦情処理）

水道事業における PR活動

（グループディスカッション、プレゼンテーション）

　SP－５ 水道事業における PR活動

（グループディスカッション、プレゼンテーション）

開校式

度年 ５９９１ ６９９１ ７９９１ ８９９１ ９９１ 数回催開

４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １ ４ ７ 01 １

所場催開 Ｂ Ｓ Ｂ Ｃ Ｋ Ｓ Ｃ Ｋ Ｂ Ｂ １＋９
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③派遣専門家・期間・場所及び受講者数

　以下のとおりである。

注：CTC－バンコク、RTC-1－チェンマイ、RTC-2－コンケン、RTC-3－ソンクラ

　　M－MWA、P－PWA

④受講対象者

　係長クラス（セクションヘッド・スーパーバイザー及びマネージャー）

⑤カウンターパートの配置

　Ms. Supatra Buasri (MWA)

　Ms. Punjana Kumnonsate (PWA)

　Mr. Anan Hayeelateh (RTC-Songkhla)

⑥カウンターパートの日本における研修実績及び予定

　Ms. Supatra Buasri 1997. 1.20～ 1997. 6.29

　Ms. Punjana Kumnoonsate 1998. 1.12～ 1998. 4. 1

３）教材等

①カリキュラムの作成

(a) PRと顧客サービス

　日本やMWA、PWAにおける現状紹介だけでなく、先進的な企業の視察やグループ

ディスカッションなど、座学以外の研修内容を５割ほど増やした。

(b) オンラインサービス

　日本やMWA、PWAにおける現状紹介やオンラインシステムに関する概論的講義のみ

ならず、民間企業の視察やシステムの体験実習及びグループディスカッションなど参加

型の研修内容を増やした。

名家門専 間期催開スーコ 数日催開 所場催開 訳内生修研 計合生修研

規正　村中 62.6.5991 ～ 03.6 ５ CTC M－ 51 、P－ 01 52

樹秀　　筧 62.2.6991 ～ 1.3 ５ 3-CTR M 、８－ P－ 21 02

幸克　田山 6.1.7991 ～ 71.1 01 CTC M－ 21 、P ８－ 02

〃　　 01.3.7991 ～ 41.3 ５ 1-CTR M 、７－ P－ 21 91

治安下之山 32.6.8991 ～ 72.6 ５ 2-CTR M 、８－ P－ 31 12

〃　　 51.21.8991 ～ 91.21 ５ 3-CTR M 、８－ P－ 31 12

〃　　 2.3.9991 ～ 6.3 ５ 1-CTR

計　合 04
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②教材の作成

(a) PRと顧客サービス

　研修生のほとんどが英語を理解できないことから、専門家の行う講義の教材の中でテ

キストとビデオについてはタイ側カウンターパートの協力を得てタイ語版を作成した

が、OHPについてはまだタイ語化ができていない。

　また、講義については、タイ語への通訳をつけて実施した。

(b) オンラインサービス

　専門家の講義の際の配付資料及びビデオは一部タイ語化されているものの、教材は英

語化のみでタイ語化されていない。今後、教材をタイ語化することが望ましいが、研修

生が課長以上であることを考慮すると、作業量に比して効果があまり大きいとは考えら

れない。

③供与機材の活用

　コンピュータルームを利用するなどして効果的な研修を実施した以外、特別な供与機材

の活用実績はない。

４）評価、問題点及び提言

①コースの運営状況

　PRと顧客サービス及びオンラインサービスの両サブコースともに、研修期間について

は、基本的に１週間であり、内容からみて適当と考えられる。また、実施回数についても、

これまで計画どおりに実施されてきている。

②教材等

　PRと顧客サービスについては、具体的な実例を増やした方が理解しやすいとの意見が

一部あるが、おおむね良好である。

③成果の達成度

　延べ研修人数日を当初計画と比較すると約３割の増であり、十分な研修活動が行われて

いる。

　また、一通りの基礎的概念については、当初の目的を達成したと考えられる。

　また、PR顧客サービス及びオンラインサービスの両サブコースとも、延べ研修人数日

が計画の３～５割り増しとなっており、順調に研修活動が実施されていると判断できる。

④将来計画及び提言

(a) PRと顧客サービスについて

　日本における現状を紹介することは意義があると考えられるが、MWAやPWAの現

状を紹介しているのはあまり効果的とは考えられない。むしろ、ロールプレイによる実

践的なカリキュラムの方が役に立つとともに、広報ならびに公聴の必要性が理解できる
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のではないかと思われる。

　討議議事録では研修を７回実施の予定であったが、前回の計画打合せのミニッツで12

回に開催回数を増やしたところである。しかし、タイ国内のさまざまな地域の住民の水

道への意識の相違に配慮して現在総括概念的な研修内容で実施しているため、今までの

延べ研修人数日が３割増しとなった現状などの要因を考慮すると、今後実施予定の７回

は若干減らすことができると考えられる。

　MWAとPWA内のそれぞれの地区における住民に意識の相違があるため、今までの

総括概論的な研修を更に一歩踏み込んでそれらの実情にあわせてきめ細かな研修カリ

キュラムを作成しようとするのであれば、研修生の募集の際に内容のレベルを明示する

必要がある。

(b) オンラインサービスについて

　オンライン化についての両公社の方向性が示されていないため、研修生の受け止め方

に個人差が生じている。このため、ある程度の今後のオンライン化の導入方針の整理の

もとに的確なカリキュラムを組むことが望ましいと考える。

　また、OA機器には日進月歩で進歩しているため、外部講師の活用や外部機関の施設

見学などを積極的に取り入れる必要があると考えられる。

(2) 経営管理研究開発活動

１）各研究コース実績

①派遣専門家

　中村　正規

　瀬野　　清

　國枝　鉄典

　入江　芳樹

②カウンターパートの配置

　Mr. Thavorn Nimvatanagul (MWA)

　Mr. Peera Duangkeaw (PWA)

③第１回

(a) テーマ

　MWA・PWAにおけるサービス改善のためのオンラインサービスの研究

(b) 研究期間

　1995年９月７日～1996年３月26日
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(c) 場所

　CTC（バンコク）、RTCコンケン

④第２回水最適水運用研究

(a) テーマ

　MWAのオンラインサービスへのデモシステムの構築

(b) 研究期間

　1996年６月６日～1997年３月５日

(c) 場所

　CTC（バンコク）

⑤第３回

(a) テーマ

　オンラインサービスのアプリケーション作成

(b) 研究期間

　1997年７月７日～1997年 12月 27日

(c) 研修場所

　CTC（バンコク）

２）報告書等

①MWA・PWAにおけるサービス改善のためのオンラインサービスの研究

　MWA及びPWAにおいて今後オンラインサービスを用いて経営改善の行える可能性に

ついて概略調査研究した。

②MWAのオンラインサービスへのデモシステムの構築

　実際にオンラインサービスを体感してもらうために将来的にMWAのシステムとして利

用可能なデモンストレーションシステムを構築した。

　機器導入の効果について例示した。

③オンラインサービスのアプリケーション作成

　研修所にて実際にオンラインサービスによる事務の効率化を体感してもらうために、パ

ソコンにインストールするためのソフトを作成した。

３）評価、問題点及び提言

①活動の実施状況

　現地における実情を把握するために、毎年必要とされているテーマに基づいて研究活動

が行われている。

②報告書等

　今までオンラインサービス研修でオンライン化に伴う業務の効率性を体感してもらうた
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めに、MWAを中心に研究開発活動を実施してきており、研修と連携を取りながら効率的

に実施してきている。

③将来計画

　PWAの中では、地域によって水道事業の経営規模ならびに状況が異なるため、PWAで

もより有効にオンラインサービスによる経営管理の向上を図るのであれば、1995年度に実

施した調査を更に詳細に実施する必要があろう。
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５．５．５．５．５．情報交換活動情報交換活動情報交換活動情報交換活動情報交換活動

　セミナーが２回、主として研究開発指導担当の短期専門家によるブリーフィングセッションが

12回、インドネシア及びフィリピンとの技術交流がそれぞれ実施された。

５－１　セミナー

　これまで、1995年４月に「タイ水道・新たな技術展開」、1996年 11月に「水資源の永続的開発

及び管理」と題された２回のセミナーが開催されている。

(1) セミナー「タイ水道・新たな技術展開」

１）開催月日

　1995年４月27日

２）開催場所

　ラマガーデンホテル

３）実施者

　主催：NWTTI

　共催：首都圏水道公社（MWA）、地方水道公社（PWA）、JICA

４）セミナー開催の趣旨・目的

①学識経験者や水道関係者を、プロジェクトをスタートさせるためのセミナーに招待するこ

とにより、協力と理解を求める。

②水道技術を構成する水道行政、水道経営、水道技術の３分野からタイ水道の発展をめざし

て討論してもらい、その成果を今後のプロジェクトの進行に反映していく。

③市民運動や都市活動は水道に支えられているにもかかわらず、水源は有限である。セミ

ナーでの討論を通じて、タイの水道の現状を国民にアピールし、将来における上水道のあ

り方をタイ国国民とともに考える場とする。

５）セミナータイトル

　特別セミナー、タイ水道・新たな技術展開（Special Seminar・New World Technology

in Water Supply）以下の詳細は付属資料７．を参照する。

６）セミナーテーマ

①水道行政の向上

②水道経営の安定をめざして

③実践的上水道技術の導入
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７）使用言語

　タイ語・日本語（逐次通訳）

８）セミナー概要

①基調講演 日本１名

②講　演 日本１名、タイ２名

③パネルディスカッション

パネリスト 日本２名、タイ２名

９）NWTTI JICA専門家

　横田　一郎 チーフアドバイザー

　山崎　裕司 調整員

　豊田　　徹 水資源管理

　星野　隆史 高度化浄水処理

　遠井　和彦 水運用制御

　進士　靖洋 無収水量管理

　中村　正規 営業事務

10）招待講師

＜日本側＞

①講師

　基調講演 国立公衆衛生院工学部長 真柄泰基

　講演 厚生省水道環境部水道整備課長 浜田康敬

②パネリスト

　 国立公衆衛生院工学部長 真柄泰基

　 日本環境衛生センター専務理事 小林康彦

＜タイ側＞

①講師

　講演PWA副総裁 Dr.ワンチャイ

　チュラロンコン大学教授（元MWA評議会議長） Dr.ニワット

②パネリスト

　バンコク技術Co.Ltd.（元MWA副総裁） Mr.タンテーム

　バンコクケーブルCo.Ltd.副社長（元NWTTI所長） Mr.クラハン

11）聴衆

　招待状発送120名分に対し、会場で記帳した聴衆は約300名であり、非記帳者及び水道の

直接関係者を合わせると合計400名であった。
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　聴衆は、内務省関係者、環境・農業等政府関係者、大学・研究所関係者、マスコミ関係者、

民間で水道とかかわりの強い会社関係などであり、タイ国内の水道についての直接・間接に

かかわりを持つ人々の大部分が聴衆になった。

12）講演等の内容

　付属資料７．を参照

13）配付資料

　・New World Technology in Water Supply

　・概要

　・基調講演全文（英文・タイ文）

　・講演内容要約（英文・タイ文）

　・パネルディスカッション（英文）

　・プロジェクト概要紹介

　・タイ水道概要紹介

　・日本水道概要紹介

　・その他技術資料

　・JICA紹介パンフレット、MWA及びPWAパンフレット他

14）セミナーの成果

　聴衆予定者として、タイ国水道関係者及び有識者120名に招待状を送り、約200名の参加

者を想定していたが、記帳者約300名とその他で約400名の聴衆となり、広くプロジェクト

を宣伝できた。

　タイ国新聞報道等を通じ、プロジェクトの存在を宣伝できた。

　MWA・PWA部内紙等で事前事後の報道がなされ、関係職員の関心が高まった。

　日本語使用・タイ語通訳としたことにより、特に日本人講師の講義内容の理解度が高ま

り、聴衆に好評であった。

　講師からの有意義な提案が公衆のなかでなされたことから、それらをプロジェクトに導入

するのが容易であり、今後の円滑な運営に資することとなった。

　プロジェクトの存在を大きくPRしたことから、プロジェクトの存在価値が高まり、その

結果として、カウンターパートの士気が高まってプロジェクトの進行がよりスムーズになっ

た。

　プロジェクトのスタートの時点でのセミナーということで、日本の権威者を講師として招

待したこともあり、日本の水道専門新聞を通じ、日本全国の水道関係者の知るところとな

り、専門家活動に対する支援が受けやすくなった。

　セミナーの成果はタイ側の強く認識するところにより、タイ・日合同調整委員会議長
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（MWA総裁）Mr.スヴィッチ氏より感謝のレターをいただくこととなった。

(2) セミナー「水資源の永続的開発及び管理」

１）背景

　過去タイ国には水資源はありあまるほどあった。タイ国内の水源が豊富なことは、すべて

の人々に、水というものは容易に得られるものであり、尽きることなく使用できるものであ

ると思わせた。したがって、水を使うことに対して価値を見出さず、計画性を欠き、正しく

管理するということがなかった。しかし現在タイの経済及び社会は繁栄し、急速に変化して

いる。工業の生産性を高めるための技術開発の促進といい、経済の発展にともなう人口の増

加及び社会構造の変化といい、水の需要を引き上げるものばかりである。

　しかしながら、水の需要が高まっているこの時期に、自然界にある水は逆に激しく開発か

ら影響を受けている。経済及び社会の発展は、とどまるところなく資源の需要を高め、現在

激しく自然の平衡を失わせつつある。さらに、森林破壊及び自然水源への汚水の流入も、有

効利用できないほどに水源を汚濁させる原因となったのは、過去の例のとおりである。水の

危機的状況から生じているこれらの問題は、将来ますます複雑さを増すだろう。したがっ

て、さまざまな手段による水資源の永続的開発及び管理の必要性は、おそらく今後避けるこ

とができないだろう。

２）目的

①国内にある水源の量的及び質的な重要性に対する認識を関係者に促す。

②将来における水資源の永続的開発及び管理について、その方向性を明確に定める。

③関係者にとっての水資源について、種々の考え、経験及び問題点を集める。

３）参加者

　水の使用に関係する機関の管理者または代表者及び学識経験者他、約100名

４）開催期間

　1996年 11月５日

５）開催場所

　Imperial Grand Ballroom The Empress Hotel, Chiangmai

６）主催

　National Waterworks Technology Training Institute

７）予算

　JICA及び横浜市水道局
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５－２　ブリーフィングセッション

　本活動は原則的に研究開発活動を担当する短期専門家が、帰国直前に当該活動にかかる総括と

してプレゼンテーションを行い、また、カウンターパート自身による研究結果の発表の報告も行

われ、関係技術者及びダイレクタークラスとの意見交換を実施している。これらは、研究成果の

波及効果の観点からも非常に有益であると考えられる。また、このセッションを受けて各短期専

門家によって報告書が作成されているが、これらの存在を広くMWA及びPWA内に知らせ、有効

に活用されることが望まれる。

５－３　技術情報交換

　インドネシア及びフィリピンと行った技術情報交換活動の詳細については、付属資料８．の技

術支援活動にかかる報告書２通を参照。
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６．６．６．６．６．中間評価中間評価中間評価中間評価中間評価

６－１　実施の効率性

　実施の効率性に関しては、日本側専門家とタイ側カウンターパートの努力により一定の効率性

を保って活動が実施されている。特に研究活動については、特定のテーマに基づいてカウンター

パートとともに実際に調査研究活動が行われており、技術移転の観点から極めて実効性、効率性

が高いと思われる。また、本プロジェクトにおいては、長期専門家が一貫した見通しをもってプ

ログラムの運営にあたっており、実施の効率性については十分に評価できる。さらに効率的に活

動を行うために留意する点として指摘できる点は以下のとおりである。

(1) 研修活動

１）１つのコースにおいて、それぞれの講義の前段で当該分野の概論や基礎知識についての説

明が重複して行われているケースが見られる。これを調整することにより、より一層研修の

効率があげることを検討する必要がある。

２）MWAとPWAの間には、規模的にも技術的にも比較にならないほどのギャップがある状

況で、双方からの研修生を同一のカリキュラムの研修コースで研修することはコース運営側

にとっても受講する側にとっても必ずしも効率的とは言いがたい。

３）研修生の募集に際しては、R/Dで定められた技術職員（technician）、科学者（scientist）、

技師（engineer）の別に固執せず、臨機応変な対応が望まれる。

(2) 研究活動

　研究開発活動を行うには、研究開発の基になる基礎データの収集から始めるわけであるが、

日本と比較するとデータの収集に非常に手間取り、場合によっては一から行わなければなら

ず、短期専門家の任期内で行おうとすると非常に効率性が下がり、当初の目的が達成できない

可能性がある。これについては、長期専門家の応援と連携が更に必要である。

６－２　自立発展性

(1) 研修活動

　コース運営能力の観点からは、これまでの研修コースの実施をとおして既に十分にノウハウ

を習得しており、今後の自立発展性についても問題がないと思われる。

　ただし、講義のかなりの部分を大学講師など外部講師に頼っている分野も存在し、カウン

ターパートの活動の中心がコースの企画・運営になっている。講義自体の実施についての自立

発展性については、残りの期間におけるカウンターパートの更なる努力が求められる。
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　また、水道システム全体が日本に比較すると相当遅れており、現在移転している技術が即活

用できるという環境になく、知識の習得にとどまる分野も多い。したがって、現在のタイ国の

実情に合った適切な技術移転については、残された協力期間において達成が可能であると考え

られるが、高度な技術についてはタイ国水道の技術ニーズが発生した時点でもフォローアップ

が必要かと思われる。

(2) 研究活動

　限られた財政のなかで、あまたあるテーマに優先度をつけ、いかに地道に調査、研究、その

成果を踏まえた改善を行っていけるかが、自立発展性を確保するポイントとなる。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．協議議事録（ミニッツ）

２．委員会構成メンバー

３．専門家派遣実績

４．研修員受入実績

５．主要供与機材リスト

６．カウンターパート配置状況

７．現地セミナー資料

８．技術交換報告書
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